
委託料及び負 平成24年度から電子申告を導入し、継続して運用 ＡＳＰ事業者への委託料について、平成27年度ま

担金の支払いが生じます。 しています。 での債務負担行為を設定しており、平成24年度に契約済みです。
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平成２５年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
2. 総務費 3. 課税資料電子化推進事業

2. 徴税費

2. 賦課徴収費 課税課

（佐倉市）　　

第６章
「ともに生き、支え合うまちづくり」～市民ととも 39,422

に地域の絆をそだてる行政運営～ 平成23年度 14,745

臨時 単独 計画 0 0 4,435 基本施策９
健全な財政運営を進めます 平成24年度 7,328

平成25年度 5,575

施策２
税の公平、公正、効率的な賦課と徴収率向上に努め 平成26年度 5,575

ます 平成27年度 6,199

0

5,569 5,569

・地方税電子化協議会が運営する地方税ポータルシステ ・課税資料を電子化することにより、課税事務の適正化 ・個人住民税の課税資料となる公的年金等の支払報告書

ム(ｅＬＴＡＸ)を通じて、個人住民税、法人市民税及び固定資産税の償 、効率化を図ります。 、確定申告書及び給与支払報告書等をｅＬＴＡＸを通じて受信すること

却資産に係る課税資料を電子データにより送受信するために、必要なシ ・電子申告を導入することで、課税資料提出に係る事業所等の事務軽減 により、賦課業務を適切かつ効率的に実施します。

ステムの運営管理を民間ＡＳＰ事業者に委託します。 を図ります。 ・法人市民税及び固定資産税の償却資産について、電子申告及び電子申

・ｅＬＴＡＸの運営主体である一般社団法人地方税電子化協議会に対し 請を可能とすることで賦課業務を効率化します。

て負担金を支出します。

事業を継続するにあたり、経常的に


